
1. 重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却について

　　定率法による減価償却を適用している。

（2）消費税等の処理について

　　消費税込額で表示している。

2. 特定資産の増減額及びその残高 　

　　特定資産の増減額及びその残高は、以下のとおりである。

(単位；円）

科　　目 前期末残高

特定資産

　名簿作成引当資産 1,519,392

　周年行事引当資産 2,300,103

　事務合理化引当資産 4,188,094

　事務所修繕引当資産 3,400,000

　車両取得引当資産 1,000,003

【合　　計】 12,407,592

3. その他の固定資産等の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　その他の固定資産等の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位；円）

科　　目 取得価格

　什器備品（ｻｰﾊﾞｰ） 840,240

　什器備品（複合機） 432,000

　ソフトウェアー 1,891,080

　車両運搬具 737,156

　リサイクル預託金 8,500

　差入保証金 1,680,000

合　　計 5,588,976

4.

　補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、以下のとおりである。

(単位；円）

前期末 当期末

残高 残高

助成金　A 全国法人会総連合 0 0

助成金　B 東京法人連合会 0 0

会員増強推進補助・臨時補助 東京法人連合会 0 0

事務負担支援補助 東京法人連合会 0 0

ガバナンス強化支援 東京法人連合会 0 0

運営費補助 東京法人連合会 0 0

福利厚生制度紹介運動報奨金 東京法人連合会 0 0

税の絵葉書コンクール補助 東京法人連合会 0 0

税制委員会専門家派遣依頼補助 東京法人連合会 0 0

貸倒保障制度 東京法人連合会 0 0

電力小売事業・ﾋﾞｼﾞﾈｽｶﾞｰﾄﾞ等 東京法人連合会 0 0
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補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金の名称 交付者 当期増加額 当期減少額

減価償却累計額 当期末残高

46,633 793,607

28,800 403,200

250 1,000,253

1,500,250 3,952,640 9,955,212

800,000 3,952,640 1,035,454

400,000 3,800,000

10 1,519,402

300,000 2,600,103

財務諸表に対する注記

当期増加額 当期減少額 当期末残高


